
２２    災災害害にに係係るる住住家家のの被被害害認認定定にに関関すするる要要望望ににつついいてて  

 

令和６年１月１日に発生した能登半島地震においては、石川県内

では 7 万６千棟を超える住家被害が生じている。被災者の一日でも

早い生活再建につなげるために、罹災証明書を希望する被災者に対

して速やかに交付することが極めて重要である。 

罹災証明書の交付には、被災者の住家被害の状況に基づき、被害の

程度を認定する必要がある。先般、応援自治体の職員が住家の被害の

程度に関する最終的な判定事務に従事可能との見解が国から示され

た。一方で、内閣府による損害程度を判定する方法が複雑であり、認

定できる件数が限られることから、内閣府より令和６年１月１３日

付事務連絡「令和６年能登半島地震に係る罹災証明書の迅速な交付

に向けた留意事項等について」が発出され、第一次調査の簡素化など

が図られている。こうした簡略化された住家被害認定の判定方法を

すべての地震災害に適用できるよう制度変更することはもとより、

更なる見直しを行い、罹災証明書の交付を加速させる必要がある。 

首都直下地震など、関東地方において大規模な災害が発生した場

合、住家被害は甚大となることが見込まれる。被災者の円滑な生活再

建のためには、判定方法の簡略化に加え、現行の住家被害認定の判定

基準を被災者の視点に立って抜本的に見直すことが求められる。 

ついては、次の事項について特段の措置を講じられたい。 

 

１ 住家被害認定の判定方法を徹底して簡略化すること 

内閣府の示す被害の判定方法では、損傷程度の判定基準が曖昧

なことに加え、損傷程度に損傷部分の割合を乗じて損傷率を算出

するなど、手法が複雑であることから、一件の認定に時間を要して

いる。 

このため、住家の被害程度の判定方法を徹底して簡略化するこ

分に協議をすること。 
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３３    先先天天性性代代謝謝異異常常等等検検査査のの対対象象疾疾患患のの拡拡大大ににつついいてて  

 

先天性代謝異常等検査は、新生児に対する健康診査の一つとして、

疾病の早期発見・早期治療により知的障害等の心身障害を予防する

ことを目的として全都道府県で実施されている。 

本検査は、厚生労働省子ども家庭局母子保健課長通知に基づき 20 

疾患を対象に実施しているが、早期発見・早期治療が可能となった希

少難治性疾患が増加しており、重症複合免疫不全症や脊髄性筋萎縮

症、Ｂ細胞欠損症、ライソゾーム病の一部疾患などについて、大学や

検査機関等で保護者負担により実施する事例のほか、独自に公費負

担を開始する都道府県も見られるなど、全国的に 20疾患以外のスク

リーニング検査が進展している。 

国は、令和５年度から、「新生児マススクリーニング検査に関する

実証事業」（以下、「実証事業」という。）を実施しているが、対象疾

患は重症複合免疫不全症及び脊髄性筋萎縮症の２疾患のみである。 

また、全国展開は、対象疾患の拡充に向けた検討に資するデータや

情報を収集し、その結果を踏まえて目指すこととしており、全国一律

で対象疾患に追加するまでに相当の時間を要することが見込まれる。 

さらに、実証事業の補助率は１／２となっており、自治体負担が発

生している。 

そこで、全ての新生児が検査を受けられるよう、国が科学的知見に

基づき、早期発見・早期治療により、治療効果が高いとされる疾患を

広く対象として、早期に先天性代謝異常等検査の疾患に追加する必

要がある。 

ついては、次の事項について特段の措置を講じられたい。 

 

１ 実証事業の対象疾患である重症複合免疫不全症及び脊髄性筋萎

縮症の検査について、先天性代謝異常等検査の対象疾患に追加し、

と。加えて、デジタルツインやＡＩなどの最新技術も活用し、認定

業務が速やかに実施できるようにすること。 

 

２ 住家被害認定の判定基準の考え方を抜本的に見直すこと 

現在の住家被害認定の判定基準は、住家の損傷程度により細か

く区分されたものとなっているが、被災者の円滑な生活再建を促

進する観点から、建て替えの要否を判定基準にする等、抜本的な見

直しを行うこと。 
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